
 

＜2002年の経済＞ 

2002年の経済成長率は、１％程度と見込まれる。年前半の成長率は、年率１％台半ばのプラ

ス成長となり、93年以来のマイナス成長となった2001年10～12月期（前期比年率▲1.1％）から

回復した。しかしながら、個人消費は弱含み基調にあり、生産は緩やかに回復しているものの、

固定投資は減少が続いている。2001年秋を底に改善を示してきたヨーロッパの製造業及び消費

者の信頼感指数は、ユーロ高や株安等の影響から2002年半ばにかけて足踏み状態にある。 
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<ユーロ圏経済のこれまで>

<2001年>

人口 為替制度 変動相場制

通貨  

一人当たりＧＤＰ 19,936米ドル(2001年)

産業構造(GDP構成比)
　（2000年）

１次産業 2.4％ 面積 249.6万k㎡ (日本の約6.6倍)

　

２次産業

３次産業

28.1％

69.5％

ユーロ圏：通貨「ユーロ」を使用する経済通貨同盟(EMU)に
　　　　　　参加する欧州12か国で構成
（ドイツ、フランス、イタリア、オランダ、ベルギー、ルクセンブルク、
スペイン、ポルトガル、ギリシャ、オーストリア、アイルランド、フィンランド）

ユーロ
１米ドル＝1.09ユーロ

３億639万人
(日本の約2.4倍)



欧州委員会は、2002年７～９月期、10～12月期の各成長率を前期比0.3～0.6％（前期比年率

では1.0～2.6％程度）と予測しており、年間の成長率は当初予測の1.4％から１％程度へと下方

修正している。民間機関の見通しも春時点から下方修正されている（1.2％→0.9％）。 

ユーロ圏の失業率は、2001年を底に以後やや高まりを示している。物価は、総合消費者物価

指数（ＨＩＣＰ）上昇率が目標値の前年比２％程度へと低下してきており、安定基調にある。 

 

 

 

 

＜2003年の経済見通し＞ 

2003年は２％程度の成長が見込まれる。成長を支える要因としては、輸出の回復に応じて投

資が緩やかに改善するとみられること、物価の下落により実質可処分所得が増加することで消

費の伸びも低いながら期待されることなどが挙げられる。 

下方リスクとしては、株安や、通信企業を始めとする域内大企業の収益悪化がコンフィデン

スを低下させ、投資、消費を抑制する可能性がある。 

 

＜金融政策の動向＞ 

欧州中央銀行（ＥＣＢ）は、世界経済の減速を受けて2001年５月以降11月までに４度にわた

り利下げを行い(合計1.5％ポイント)、政策金利を3.25％とした。その後2002年に入ってからも

政策金利は据え置かれた状態が続いているが、世界経済の回復が緩やかとなる中、特にヨーロ

ッパ主要国の景気が弱いこと、ユーロ圏の物価上昇率が目標である前年比２％程度へと下落し

てきていることなどからもう一段の利下げを求める動きもみられる。 

物価は今後も２％程度でおおむね安定して推移するとみられることから、こうした物価の状

況は、ＥＣＢが金融緩和スタンスを維持することを可能にするものとみられる。 

90年代 2001年 2002年 2003年
（91～00年) ６大研究所 IMF ６大研究所 ＩＭＦ

実質ＧＤＰ 前年比％ 2.1 1.5 0.8 0.9 1.8 2.3
  個人消費 同上 2.0 1.8 ― 1.8 ― 1.3 2002年
  民間投資 同上 2.0 ▲ 0.7 ― ▲ 1.6 ― 2.1 平均 0.9
鉱工業生産 同上 2.0 0.2 ― ― ― ― 最大 0.9
消費者物価 同上 2.9 2.5 2.2 2.1 1.8 1.6 最小 0.7
失業率 ％ 10.2 8.0 ― 8.4 ― 8.2
経常収支 億ユーロ 167.0 ▲ 23 ― ― ― ― 2003年
(ＧＤＰ比) ％ ( 0.3) (▲ 0.0) ― ( 1.1) ― ( 1.0) 平均 2.2

財政収支 億ユーロ ― ▲ 863 ― ― ― ― 最大 2.3
(ＧＤＰ比,年度) ％ (▲ 3.5) (▲ 1.3) ― (▲ 1.9) ― (▲ 1.5) 最小 1.8
政府債務残高 億ユーロ ― 47,078 ― ― ― ―
(ＧＤＰ比,年度末) ％ ( 69.4) ( 69.1) ― ( 69.4) ― ( 68.2) (23社)

(出所) Eurostat、ＩＭＦ“Ｗｏｒｌｄ　Economic Outlook”(2002年９月)、ドイツ６大研究所合同秋季見通し報告（2002年10月）による。

（注）６大研究所：ドイツの主要な民間６研究機関。　

ユーロ圏の主要経済指標

民間機関

実質GDP


	14　ユーロ圏　Euro Area

